
   鹿児島市人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、在宅人工呼吸療法又は在宅酸素療法を常時必要とする呼吸器機能障害

者の福祉の向上及びその者が属する世帯の経済的負担の軽減を図るため、人工呼吸器又は

酸素濃縮器（以下「人工呼吸器等」という。）の使用に係る電気料金の一部の助成（以下

「助成」という。）を行う人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成事業（以下「事業」と

いう。）を実施するについて必要な事項を定める。

（助成対象者）

第２条 この事業の対象者（以下「助成対象者」という。）は、次に掲げる要件のすべてを

満たす者とする。

(1) 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市の住民基本台帳に記録され

ている者

(2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定に基づく身体障害者

手帳の交付を受けている者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５

号）別表第５号に掲げる呼吸器機能障害の程度が１級又は３級であるもの、又はこれに

準ずる者として市長が特に認めるもの

(3) 在宅で常時人工呼吸器等を使用している者

(4) 生計中心者が前年において所得税非課税である世帯に属する者

２ 鹿児島市市障害福祉に関する寡婦（寡夫）控除のみなし適用に関する運用を定める要綱の

規定に基づき、みなし適用の該当が認められた者については、その認められた内容に応じて、

寡婦控除、特別寡婦控除又は寡夫控除があるものとみなして、前項第４号の所得税課税所得

金額の算定を行うものとする。

（助成金額等）

第３条 この事業により支給する助成金（以下「助成金」という。）の額は、月額２，００

０円とする。

２ 助成金の支給は、第５条の規定により助成の決定を受けた日の属する月の分から開始し、

助成金の支給を受けていた者が助成対象者でなくなった日の属する月の分まで支給する。

３ 助成金の支払時期は、毎年７月、１０月、１月及び４月とし、当該支払月の前３月分を

支給するものとする。

（申請）

第４条 助成金の支給を受けようとする助成対象者又はその扶養義務者若しくは同居の家族

（以下「申請者」という。）は、鹿児島市人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成資格認

定兼支給申請書（様式第１）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1) 在宅人工呼吸療法若しくは在宅酸素療法に関する医師の指示書又は人工呼吸器・酸素



濃縮器使用証明書（様式第２）

(2) その他市長が必要と認める書類

（助成の可否）

第５条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査のうえ、助成の可

否を決定したときは、鹿児島市人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成資格認定兼支給決

定通知書（様式第３）又は鹿児島市人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成資格不認定通

知書（様式第４）により申請者に通知するものとする。

（届出の義務）

第６条 前条の規定により助成の決定を受けた者（以下「受給者」という。）は、当該助成

の対象となる助成対象者（以下「受給対象者」という。）が第１号から第６号までのいず

れかに該当するときは直ちに鹿児島市人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成資格喪失届

（様式第５）により、第７号又は第８号に該当するときは、鹿児島市人工呼吸器・酸素濃

縮器使用電気料助成資格者住所等変更届（様式第６）により市長に届け出なければならな

い。

(1) 本市内に居住しなくなったとき。

(2) 第２条に規定する助成対象者の要件を満たさなくなったとき。

(3) 人工呼吸器等を使用しなくなったとき。

(4) 死亡したとき。

(5) 施設等に入所したとき（通所する場合を除く。）。

(6) 病院等に２月を超えて入院したとき。

(7) 受給者又は受給対象者の住所又は氏名を変更したとき。

(8) 助成金の振込先金融機関を変更したとき。

（助成の廃止）

第７条 市長は、受給対象者が前条第１号から第６号までに該当すると認めたときは助成を廃

止し、鹿児島市人工呼吸器・酸素濃縮器使用電気料助成資格喪失通知書（様式第７）によ

り受給者に通知するものとする。

（現況届）

第８条 受給者は、毎年７月１日現在における現況を同月末日までに鹿児島市人工呼吸器・酸

素濃縮器使用電気料助成現況届（様式第８）により市長に届け出なければならない。

（助成金の返還）

第９条 市長は、偽りその他不正行為によって助成を受けた者があるときは、その者から当該

助成を受けた額の全部又は一部を返還させる者とする。

第１０条 この要綱に定めるもののほか、事業に実施について必要な事項は市長が別に定める。

    付 則

（施行期日）



この要綱は、平成１３年４月２４日から施行する。

    付 則

この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。

    付 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。


